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２章 太陽光発電・風力発電 ① 三重県における太陽光発電 

四日市大学 環境情報学部 教授 武本行正 

１．太陽光発電 

太陽光発電とは 地表に降り注ぐ太陽 

光は、 １㎡当たり１㎾に相当するエネ 

ルギーを有しており、 シリコンなどの 

半導体に光が当たると電気が発生す 

るという光電効果を応用した太陽電 

池を使用して、 太陽光から直接電気を 

発生させるのが太陽光発電です。 

太陽光発電の主な特徴としては、 日 

射が得られる場所であれば発電し、 動 

作部分がなく静粛であり、 発電に伴う 

排出物(ＣＯ ２ など)がないなど、事業 

としての大規模な導入のみならず、 一 

般の家庭による住宅への導入が容易 

である点が挙げられます。また、太陽熱発電と違い (これにも小型なものもあ 

るが )、太陽光発電は小規模なシステムでも効率的に運用できます。た 

だし太陽光発電や太陽熱発電の設備にかかるコストは、化石燃料を使い続ける場合に 

比べてまだはるかに高いので、普及には政策的な手段(補助金や電力買い上げ制度)が 

必要です。当面、電力会社はコストの安い風力発電などを選ぶ可能性が高い(アメリカ 

や中国などの砂漠地帯、あるいはヨーロッパ諸国)ので、世界的に太陽エネルギーの普 

及が本格化するのは、風力発電の拡大 

が頭打ちとなる 2025 年以降になるだ 

ろうとの予測もあります。 

太陽光発電の家庭での利用 

太陽電池に太陽などの光が当たると 

電気が発生します。太陽光発電は、こ 

の太陽の光エネルギーを直接電気に変 

換するものです。 

太陽電池は直流の電気を発生させま 

す。それをインバータで、家庭などで 

使用している交流の電気に変換します。発電した電気が余れば電力会社に電気を売る 

ことができます。 

太陽電池 パネルを家 に設置 しても 、日没後 の電力 をどうまかなうか 

■太陽光発電のしくみ（新エネルギー財団パンフレット）
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が 課題です。日中に水 を触媒 で電気分解し 水素と 酸素として貯蔵し 、 

夜間はこれを原料とした燃料電池を 使えば 、安く 効率的 に太陽 エネル 

ギーを 1 日中利用できるかもしれません。夜間の照明や電気自動車の 

充電にも利用できます。 

太陽光は無尽蔵 地表(地球上の陸地)に降り注ぐ太陽光は 12 万ﾃﾗｗ(ﾜｯﾄ)（1 ﾃﾗは 1 

兆倍）あり、これはほぼ無尽蔵であります。一方、世界中で現在、使用しているエネ 

ルギーの最新の合計値は 14 ﾃﾗ W です。太陽エネルギーはこの 1 万倍あり、しかも「た 

だ」で、排出物(ＣＯ ２ など)がないので、いずれ人類はこの利用に本格的に取り組まざ 

るを得なくなります。14 ﾃﾗ W のエネルギーを原子力発電所でまかなうには、14000 基 

が必要です。しかも建設費だけでなく、その維持には膨大なコストが掛かります。風 

力発電も適地は限定されてきますので、いずれ洋上ウインドファームへと進出すると 

考えられますが、 ハリケーンや台風対策が必要となり、 頭打ちになりそうです。 (下図： 

エネルギー白書 2009 より)
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日本の現状と将来性 

世界の状況と日本の位置 

日本全体の太陽光発電量 

・導入量は近年着実に伸びており、2007年末累計で192万kW（▲ライン）。 

・導入拡大と並行してコストも下がっており、2007年度では１kW当たりのシステム価格が70万円程度（棒 

グラフ）。 

・一方で、天候や日照条件の差などにより出力が不安定なことによる、系統連系対策や導入にあたっての 

コスト負担の 

あり方が今後の課題。
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コストの現状と見通し 太陽光発電システムとしてのコストは、 戸建住宅用システム （発 

電規模 3kW程度の低圧連系システム）の場合、設置コスト合計の平均で約 68 万円／㎾ 

です（2005 年度）。これは、15年間稼動するものとすると発電コスト 45円／kWh程度 

となり、一般家庭等での電力料金の約２倍程度の水準にあります。 

■家庭用太陽光発電システム設置価格（新エネルギー財団より／2005 年度） 

（単位：万円／kW） 

システム別 価格分析 

データ全数 単結晶 多結晶 ｱﾓﾙﾌｧｽ 

平均設置価格 68.4 82.9 64.4 64.3 

太陽電池価格 44.1 55.0 41.1 43.0 

付属機器等費用 16.5 19.5 15.7 14.3 

設置工事費用 7.8 8.4 7.6 7.0 

最高設置価格 139.9 133.9 139.9 87.5 

最低設置価格 31.8 43.8 31.8 52.1 

注１：価格分析データ件数 11,628 件（単結晶：2,731 件、多結晶：8,860 件、ｱﾓﾙﾌｧｽ：37 件） 

注２：上記価格には消費税は含んでいません。 

導入の状況 新エネルギー財団(ＮＥＦ)が実施した住宅用太陽光発電設置補助事業実績 

によると、平成 16 年(2004)度末現在で約 22 万 4 千世帯、出力で約 830,000 ㎾が導入 

されています。 

このほか、ＮＥＤＯが実施している公共施設や事業所等における設置による研究開 

発用太陽光発電システム設置事業で 3,482.8 ㎾、導入促進のための太陽光発電システ 

ム設置事業で 30,277 ㎾と、合計約 34,000 ㎾が設置されています。 

■家庭用太陽光発電システム普及状況の推移（新エネルギー財団より） 
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■家庭用太陽光発電システム普及状況の推移つづき（新エネルギー財団より） 

ＮＥＦは、平成17年(2005)度までは住宅用太陽光発電補助制度の申請件数や出力に基づき、 

国内の太陽光発電システムの導入件数・出力を類推してきました。しかしながら補助制度 

が終了後、全体像を把握する資料の一つとして、各電力会社の協力で、余剰電力購入制度 

を活用した電力受給契約の件数及び契約容量を調査し、平成20年(2008)度上期末時点の実 

績がまとまり、以下です（H20 11月発表）。 

これによると、約42万世帯、出力で約1,600,000㎾(160万kW=1600MW)が導入されています。
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日本の状況 日本では、広大な設置場所が必要な太陽熱発電はあまり普及しませんでし 

たが、これまで太陽光発電では世界をリードしてきたといえます。2008年末の太陽電 

池パネルの総設置容量は約2ギガW(ワット)、年間の発電量は推定1500ギガW時に達する 

と思われます。ただし、2005年以降は、勢いが減速していたのも事実で、１２年間続 

いたパネル設置時の補助金制度の打ちきりが大きく影響しました。 

一方、電力の買い取り制度などの優遇政策に力を入れたドイツに、設置容量世界一 

の座を奪われ、現在ではスペインにも抜かれています。 

このため、2009年に入って政府は、太陽光発電を普及させるための施策を数々打ち 

だしました。1月に補助金制度を復活させたところ、一般家庭でのパネル設置量は急増 

しています。7月には、家庭などで発電した余剰電力を、現在の2 倍の価格（1キロワ 

ット時あたり48円程度）で買い取ることを電力会社に義務づける「エネルギー供給構 

造高度化法」が可決されました。さらに、2012 年をめどに全国の小中学校1万2000 校 

にパネルを設置する計画です。政府は、2020年頃までに太陽電池パネルの設置容量を 

現状の約10 倍に、2030年に40倍に、増やすことを目標に掲げています。
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(エネルギー白書2009より) 
エネルギー供給構造高度化法（エネルギー供給事業者による非化石エネル 

ギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律案） 

では、電気、石油、ガスのエネルギー供給事業者に非化石エネルギー源の利 

用拡大、原油や天然ガスの有効利用を義務づけることが基本方針として策定 

されています。電気 

事業者は太陽光、原 

子力等の非化石電源 

の利用を 2020 年ま 

でに 50%以上とする、 

とのことが一例とし 

て挙げられています。 

今回、成立した「エネ 

ルギー供給構造高度化 

法」は、太陽光発電の電 

力の買い取りを義務づけ 

ました。同法律は、2009 

年の 7 月 1日の参院本会 

議で可決、成立しました。 

当初は、2010 年からの導 

入予定でしたが、前倒し 

て今年からの施行となりました。内容は、家庭の太陽光発電で出た余剰電力をこれまでの 

２倍程度の価格で電力会社に買い取らせる制度も盛り込んだものです（余剰電力を 1 キロ 

ワット時あたり約 50 円で購入）。 

日本の第 1 次エネルギー供給シェア
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三重県の太陽光発電の導入実績 

平成12年3月に「三重県新エネルギービジョン」を策定しました。三重県ではこのビ 

ジョンに基づき、新エネルギーの導入促進に積極的に取り組んできたところですが、 

ビジョン策定時からの新エネルギーを取り巻く状況変化により、現状とそぐわない点 

などが出てきました。このため平成17(2005)年3月に、これらの状況変化に的確に対応 

し、新エネルギーへの取組をより一層積極的に推進するため、平成22(2010)年度にお 

ける新たな導入目標や導入の基本方向を示すとともに、その中での県の役割を明らか 

にすることを目的として「新エネルギービジョン改定版」を作成しました。 

三重県では、太陽光発電については、平成13年度に「三重県住宅用太陽光発電シス 

テム普及支援事業」及び「エコスクール支援事業」を創設し、住宅用太陽光発電の設 

置に対し補助を行う市町村や学校施設へ太陽光発電を設置する市町村等への支援を実 

施しています。 

《資源の状況》 

① 期待可採量：46億1,800万kWh 

② 三重県は比較的日照条件に恵まれていることと、太陽光発電は太陽電池パネルが 

設置できればほとんどの施設には導入が可能であることから、全県的に積極的な利 

用が期待されます。 

③ 三重県の持家比率の高いことは、住宅用の普及にはプラスであると考えられます。 

また、面積の大きい工場・倉庫等の屋上及び壁面の活用も期待されます。 

《導入の課題》 

① 経済性が太陽光発電導入の最大の障壁となっています。しかし、設備の設置コス 

トは年々低下してきており、住宅用太陽光発電については普及拡大に伴って、近い 

将来に助成を必要としない価格までコスト低下する可能性があります。 

県、新エネルギービジョン改定版より 

②３～４kW のシステムを設置すれば、 平均的な４人家族が使用する電気の大部分を太陽 

光発電でまかなうことができ、余剰電力は電力会社に売ることができます。（売電で設 

置費用を短期回収へ） 

機器のメンテナンスはほとんど必要なく、山小屋など電気が通っていない地域の独立電 

源としても有効です。
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県では平成15年(2003)度末の導入量が11,457kWとなり、平成11年度実績1,046kWの 

10.95倍と最も高い伸び率となりました。この背景には、太陽光発電システム導入価格 

が低下し個人レベルでも取り組みやすくなってきていること、国の補助事業や県と市 

町村が協働で実施している住宅用太陽光発電に対する補助事業の実施があげられます。 

2003 2004 2005 2006 

目標 9700 14700 21100 29000 県全体の太陽光発電能力 

(ｋｗ)[目標指標] 実績 11457 14700 

2005 2006 2007 2010 

目標 14700 21100 29000 61300 県全体の太陽光発電能力 

(ｋｗ)[目標指標] 実績 15605 25316 

2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 

目標項目 

下：実績値 

上：目標値 

下：実績値 

上：目標値 

下：実績値 

上：目標値 

下：実績値 

上：目標値 

下：実績値 

目標 

達成状況 

29,000 38,400 49,100 61,300 県全体の太陽光 

発電能力 （ｋＷ） 25,316 30,757 34,842 
0.91
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2009年と2010年は予測値 

国の平成22(2010)年度目標値の考え方に基づく県での推計値 

国の平成22(2010)年度の供給見通しを算出する際の考え方を参考に推計を行い、理 

論上の推計値として79,500kWとしました。 

【推計値の算出根拠】 

（住宅用：推計値64,800kW）・・・全体の8割 

・平成11～15 年度における年間住宅着工戸数の全国シェアは1.62％であるため、2010 

年度末における本県の想定累積導入戸数を16,200 戸とし、１戸あたりの導入出力を 

4kW と見込みました。 

（非住宅用：推計値14,700kW）・・・全体の2割 

・公共施設における2010 年度末の導入目標量は、国の想定した累積設置個所数4,400 

台（太陽光発電）及び2,200 台（太陽光・熱複合システム）を全国と本県の市町村 

数の比で按分して、3,800kW と推計しました。 

・オフィスビル等産業施設における2010 年度末の導入目標量は、国の想定した累積設 

置個所数8,700 台（太陽光発電）及び4,300 台（太陽光・熱複合システム）を全国 

と本県の事業所数の比で按分して、5,400kW と推計しました。 

・その他における2010 年度末の導入目標量は、国の想定導入量36 万kW を全国と本県 

の都市公園面積の比で按分して、5,500kW と推計しました。
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三重県住宅用太陽光発電の導入実績 

住宅用太陽光発電の導入を促進するため、平成13年度に「三重県住宅用太陽光発電 

システム普及支援事業」を創設し、住宅用太陽光発電の設置に対し補助を行う市町村 

への支援を実施しています。 

平成15年(2003)度には、15市町で住宅用太陽光発電への補助事業が実施され、平成13年度 

からの累計で613件の住宅に2,169kWが導入されました。（県、特定政策室資料） 

平成 15 年(2003)度の三重県補助の部分（予想も）： 

年度 2003(現状) 2004(H16) 2005(H17) 2006(H18) 

事業 

目標 

太陽光発電導入量 

(発電能力) (累計) 
1,192kw 3,522kw 6,092kw 8,902kw 

(1)県施設への太陽光発電システ 

ムの率先導入 (か所数) 
－ 

5 か所 

(50kw) 

5 か所 

(50kw) 

5 か所 

(50kw) 

(2)住宅用太陽光発電システムの 

普及に対する市町村への補助 

(件数) 

268 件 

(1,072kW) 

540 件 

(2,160kW) 

600 件 

(2,400kW) 

660 件 

(2,640kW) 

事業 

内容 

(項目) 

(3)学校施設への太陽光発電シス 

テムの設置に対する補助 

(か所数) 

7 か所 

(120kW) 

6 か所 

(120kW) 

6 か所 

(120kW) 

6 か所 

(120kW)
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太陽光発電の三重県施設への導入実績 

県施設への太陽光発電導入実績1996年～2006年まで （三重県よりの資料） 

部局名 施設名称 所在地 
出力 

（ ）：累計 

県土整備部他 雨量観測局他 菰野町他 0.195 kW 

～１９９６（Ｈ８）年度 出力小計：0.195kW ( 0.195 kW ) 

総合企画局 
鈴鹿山麓研究学園都市ｾﾝﾀｰ 2 階 屋上照 

明・電源 
四日市市桜町 20.16 kW 

教育委員会事務局 四日市中央工業高校 四日市市菅原町 10 kW 

その他 地震計他 0.326 kW 

１９９７（Ｈ９）年度 出力小計：30.486kW ( 30.681 kW ) 

環境部 登茂山ビジターセンター 志摩市大王町波切 5 kW 

環境部 鳥羽ビジターセンター 鳥羽市鳥羽１丁目 5.25 kW 

総務局 県伊賀庁舎 伊賀市四十九町 12 kW 

その他 灯浮標他 0.105 kW 

１９９８（Ｈ１０）年度 出力小計：22.355kW ( 53.036 kW ) 

県土整備部 堂倉中継局 
北牟婁郡紀北町海山区二 

ノ俣 
0.054 kW 

県土整備部 剣中継局 度会郡南伊勢町切原 0.054 kW 

県土整備部 大洞中継局 津市美杉町八知大洞山 0.06 kW 

総合企画局 県保健環境研究所・環境学習情報センター 四日市市桜町 30.12 kW 

その他 灯浮標他 0.349 kW 

１９９９（Ｈ１１）年度 出力小計：30.387kW ( 83.673 kW ) 

教育委員会事務局 いなべ総合学園高等学校 太陽光発電設備 いなべ市員弁町 20 kW
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その他 交通安全施設他 県内各地 27.374 kW 

２０００（Ｈ１２）年度 出力小計：47.374kW ( 131.047 kW ) 

企業庁 志摩水道事務所 沈殿池上部遮光パネル 志摩市磯部町 150 kW 

教育委員会 石薬師高等学校 鈴鹿市石薬師町 10 kW 

教育委員会 久居高等学校 津市戸木町 10 kW 

その他 交通安全施設他 1.216 kW 

２００１（Ｈ１３）年度 出力小計：171.216kW ( 302.263 kW ) 

企業庁 播磨浄水場 沈殿池上部遮光設備 桑名市播磨 150 kW 

教育委員会 久居農林高校 津市久居東鷹跡町 10 kW 

教育委員会 松阪商業高校 松阪市豊原町 10 kW 

警察本部 鈴鹿警察署 鈴鹿市江島町 20 kW 

その他 太陽光発電灯他 1.585 kW 

２００２（Ｈ１４）年度 出力小計：191.585kW ( 493.848 kW ) 

総合企画局 三重のマハタ種苗量産安定化研究施設 尾鷲市古江町二ノ前 5 kW 

企業庁 高野浄水場 沈殿池上部遮蔽設備 津市一志町 150 kW 

教育委員会 四日市高校 四日市市富田 10 kW 

教育委員会 名張高校 名張市東町 10 kW 

その他 交通安全施設他 0.65 kW 

２００３（Ｈ１５）年度 出力小計：175.65kW ( 669.498 kW ) 

教育委員会 相可高校 多気郡多気町 10 kW 

教育委員会 尾鷲高校 尾鷲市古戸野町 10 kW
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教育委員会 みえ夢学園高校 津市柳山津興 10 kW 

教育委員会 緑ヶ丘特別支援学校 津市大里久保田町 10 kW 

教育委員会 度会特別支援学校 度会郡度会町 10 kW 

その他 交通安全施設他 0.23 kW 

２００４（Ｈ１６）年度 出力小計：50.23kW ( 719.728 kW ) 

教育委員会 津高校 津市新町 10 kW 

教育委員会 伊勢まなび高校 伊勢市神田久志本町 10 kW 

病院事業庁 総合医療センター 四日市市日永 10 kW 

病院事業庁 一志病院 津市白山町 10 kW 

病院事業庁 志摩病院 志摩市阿児町 10 kW 

その他 交通安全施設他 0.828 kW 

２００５（Ｈ１７）年度 出力小計：50.828kW ( 770.556 kW ) 

政策部東紀州対策 
局 

熊野古道センター 尾鷲市向井 10 kW 

企業庁 北勢水道事務所 四日市市安島２丁目 10 kW 

病院事業庁 こころの医療センター 津市城山 10 kW 

教育委員会 北星高校 四日市市茂福 10 kW 

教育委員会 鳥羽高校 鳥羽市安楽島町 10 kW 

企業庁 播磨浄水場 沈殿池上部遮光設備（増設） 桑名市播磨 150 kW 

その他 交通安全施設他 0.222 kW 

２００６（Ｈ１８）年度出力小計：200.222kW ( 970.778 kW )
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太陽光発電の府県別の設置件数の推移 

府県への太陽光発電設置数実績2000年～2003年まで （新ｴﾈﾙｷﾞｰ財団2004.12よりの資料）


